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「子供や妊婦に対しての配慮」に関して 

 

① 先生のご意見の骨子を箇条書きにしてください（5 行以内）。 

１． 100 mSv 以下での発がんリスクは、自然頻度の変動範囲を超えて観察されるものではな

いが、放射線防護では、リスクを直線モデルで評価する。（文献１、２）。 

２．事故後の時間経過とともに防護の重点は、健康リスクから生活リスクへと移行（文献３）。 

３．内部被ばくは外部被ばくのリスクと同等である（文献４）。 

４．放射線発がんのリスクは、胎児で低いと考えられ、小児期で高く、成長につれて低下す

る（文献５、６、７）。 

 

② 先生のご意見の根拠となった文献を１０編列挙して下さい（１０編以内）。 
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③ 国民、特に福島県民の方々がご理解頂けるように、できるだけ平易な言葉で先生のご意

見を４００字程度でまとめて下さい。 

福島では、３月１１日において、それまでの平和な日常生活が晴天の霹靂の放射性物質汚

染で断ち切られました。その事故から８ヶ月、放射性物質の放出は無いものの、低線量率で

の放射線被ばく状況は続いています。放射線の健康影響は、線量に依存しており、高ければ

さまざまな障害が出ますが、低ければリスクは検出できないというのが、これまでの科学的



知見です。原爆、チェルノブイル事故、スリーマイルアイランド事故でのこれまでの疫学調

査の結果に基づけば、現在の福島の多くの地域での放射線量は、たとえお子さんであっても

健康影響は検出が困難なレベルであると言えるでしょう。その一方で、過去の大規模放射線

被ばくの解析は、科学的が予測する健康影響よりも、心理的・社会的なものに起因するいろ

いろなインパクトの方がよほど大きいことを教えています。このような教訓のもとに、科学

に則したきめ細やかな除染、線量管理、健康管理などに加え、心理的・社会的影響を最小に

とどめるべく、国民の全てが福島県民と心をあわせることが必要です。その一助になり得る

ることを念願しています。 


